

































































































































































































































































































































































cation)の試みは，戦後,経済企画庁(Commissariat Generaldu Plan d'Equipe-
ment et de Productivite)の誕生により，初代長官シャン・モネ(Jean
Monnet)の名を冠したモネ・プランと呼ばれる1947年の第１次計画の発表
で花開くことになる。そしてその後フランスの経済計画に浸透しているの
が，協調経済(economie concertee)の精神である。
　協調経済は自由放任という古典的な経済学の終焉を受けてフランスが到
達した結論であり，「投資，生産交換に関する重要な選択が，企業の首脳者
と政府の不断の共同作業によって行われ，また公共部門と民間部門の間に
永続的な協力が行われるような体制28）」である。そこでは「政府は計画を
通じて競争を刺激するという影響を私企業の企業活動に与え，それがフラ
ンス経済の発展に好ましいエネルギーを注入することが期待される29）」の
であった。したがってフランスでは市場経済と経済計画とを二者択一に考
えるのではなく，私企業の利潤追求という企業目的のためにこそ，経済計
画が必要であると考えているのであって，［大経済単位からなる市場経済
と資本主義の組織のーつの型3o）」であると認識しているのである。
　この精神を汲んで第１次計画の発表と同年に発表されたのが1947年プラ
ン・コンタブルであり，以後，プラン・コンタブルは経済計画と密接に連
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携しながら展開することになるのである。
　今日，会計は制度として世界各国で存在している。そして制度として存
在する以上，なんらかの目的を有していると考えられる。歴史的には，会
計はアカウンタビリティの履行という側面を持ち，その目的の達成のため
に発達してきたのではあるが，現在では会計を取り巻く様々な利害関係集
団に対して，彼らが意思決定を行うために有用な情報を提供するという情
報会計的な側面が第一義的であるとの解釈が一般的になっている。この傾
向は近年特に強くなっているのである。
　しかしながらたとえ会計が基本的には企業を中心とした個別経済を対象
としているとはいっても，資本主義経済の発展につれて，人間の経済行為
とともに進歩してきたのであるから，「このような個別経済が相互に関連
し影響し合うことによって成立する一定の社会的な経済秩序，すなわち社
会経済もしくは総合経済または国民経済をその対象とすることもある31）」
と考えられる。　したがって情報の利用者の要請を全く無視することはでき
ないにしても，一概に利害関係者集団に有用な情報を提供することのみを
会計の主たる目的と考えることはできないとわれわれは考えるのである。
　なるほど，これまで見てきたようにフランスの会計制度は，戦後，アメ
リカの影響からアングロ・サクソン的な会計思考を身につけているわれわ
れにとっては，奇異なものに映るかもしれない。けれども他国の制度なり
理論なりが自国のそれと違うからといって，単純に遅れているなどと云々
する前に，「その国に固有の内面的なものの展開-これが物質的な文明
の進歩に対比される精神的な文化の発展につながるものであろう一一がど
ういう状況にあるか，そういう側面を明らかにすることこそが大切32）」な
のであり，その国が持つ法的，経済的，社会的特徴や，思想，風土などを
充分に考慮することが必要であるとわれわれは考えている。
　そういう観点から考えるとき，国民経済計算に対する資料の提供を大目
標として，その目標の下に一元化されているプラン・コンタブルの勘定組
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織を中心とした会計制度は，企業の社会的貢献の測定に力点をおいた，会
計の究極的な目標にも適うような新次元の会計制度をわれわれに提供して
いると考えられるのである。
　われわれは会計の基礎的前提として第１に，目的適合性(Relevance)の
公準を掲げるべきであると考えている。そしてその目的については既述の
ように様々なものが考えられる。フランスの会計制度であるプラン・コン
タブルは，まさにこの目的適合性の公準を踏まえ，国民経済計算に対する
資料提供という目的の下に，論理的に首尾一貫しているのである。そして
その目的の達成のために，形式一元実質二元の体系の下に，二元的内容を
示すカドル・コンタブルを中心とした勘定組織を形成していると，われわ
れは考えるのである。
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